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は Waterfall Model1と呼ばれた（Royce, 1970; Brooks, 1975, 1995; Bell and Thayer, 1976; 








                                                        





































                                                        
3
 コンピューターだけでなく、さまざまな物をインターネットなどの通信手段を介して制
御や計測などを行うこと（IT 用語辞典 e-Words）。 
4
 2011 年 10 月末時点のオフショア企業の提示価格よると、例えば、オフショア開発の 1
ヶ月に要する金額は、日本で 60～80 万円近くかかるものが、中国の安いところでは 30 万
円を下回るケースも存在する。 
また、高橋（2013）が 2013 年 6～8 月に行った聞き取り調査によると、詳細設計工程か
ら単体テスト工程までの業務の月額は、東京の中小企業が 50 万円なのに対し、中国の北京
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 経済産業省経済産業政策局調査統計部サービス統計室の「平成 25 年特定サービス産業実
態調査」によると、日本のソフトウェア業の年間売上は約 10 兆 7,000 億円だが、そのうち
約 9 兆 3,000 億円（約 86%）が受託ソフトウェア開発となっている。残りの約 1 兆 4,000
億（約 14%）のうち、パッケージソフトが約 9,000 億円（約 9%）、ゲームソフトが約 3,000











 大規模開発の例として、世界最大のシステム開発とされる三菱東京 UFJ 銀行の勘定系シ
ステムの完全統合プロジェクト「Day2」がある。開発工数は 11 万人月と巨大であり、開

































                                                                                                                                                                  
（大和田, 2009）。 
一方、2012 年頃より開始したみずほ銀行の勘定システムの統合は、ピーク時の技術者数
は 8,000 人、3,000 億円強が投じられたとされ（ITpro, 2016）、完成の時期も延期に延期を


















































バブル14を経て IT 産業としてソフトウェアに注目が集まり始めた 2000 年以降をその研究


























                                                        
14
 インターネットバブル（Internet Bubble）やドットコムバブル（dot-com bubble）と呼ば
れ、アメリカを中心に 1990 年代後半にインターネット関連の株価が高騰した。日本でも












が生まれてくる。ソフトウェアについては、1960 年代から 1980 年代前半における企業情
報システムの主役であるメインフレーム15を中心として、絶対的強者として一時期世界の














アーキテクチャーに関する諸研究（Baldwin and Clark, 2000; 藤本, 2001a, 2001b, 2003; 藤




                                                        
15 大型汎用機。商用に利用され始めた 1950 年代当初では、コンピューターは事務処理用や
科学技術計算用などに分かれた互換性のない専門機であったが、1964 年に登場した IBM
のコンピューター、SYSTEM/360 からさまざまな用途に利用できる汎用機として利用され
るようになった。詳細については、第 4 章で述べる。 
16
 詳細については第 4 章で述べるが、コンポーネントとは、何らかの機能を持ったプログ
ラムの部品や機械のパーツなどを指す。モジュールもコンポーネントとほぼ同義に近いが、
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のように行われているのか、Waterfall Model と Agile17と呼ばれる手法を中心に取り上げ、
検討する。特に、1970 年ごろから現代に至るまで、日本のソフトウェア開発で主流として
機能してきた Waterfall Model が、時代の流れとしてどのように Agile に取って代わられつ
つあるのか、その開発プロセスの特徴と限界がいかなるところに見られるのかについて検
討する。 
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18
 SE, System Engineer。主に情報システムの開発から運用、プロジェクトの管理などに従
事するコンピューター技術者。 
19
 PG, Programmer。主にソフトウェアなどのプログラムを作成する技術者。 
20 システムエンジニア（System Engineer）は和製英語であり、日本のシステムエンジニア































                                                        
21
 SI, SIer, System Integrator。システムインテグレーション（System Integration）と呼ばれる、
システム構築と開発の全体を通して一括してサービスを提供する企業、事業所。 
22

























































表 ‎1-1 本研究で使用される主な用語の表記 
外来語（英語綴り） 内閣告示 工学・技術系表記 
Computer コンピューター コンピュータ 
Server サーバー サーバ 
Architecture アーキテクチャー アーキテクチャ 
Supplier サプライヤー サプライヤ 
Parameter パラメーター パラメータ 
maker
27
 メーカー メーカ 
Vendor ベンダー ベンダ 
Integrator インテグレーター インテグレータ 
Programmer プログラマー プログラマ 
出所：筆者作成 
  
                                                        
26
 「コンピューター」等外来語は、工学・技術系の「JIS Z 8301 規格票の様式及び作成方
法」（JISC 日本工業標準調査会）の様式に基づいた「コンピュータ」という表記の仕方と、

























日本のソフトウェア産業は、2000 年前後の IT バブルやそれに伴う IT 化の導入が活発で
あった頃に、従業者や売上を急速に伸ばしてきた。しかし、リーマンショックが発生した
2008 年以降は成長も鈍化し、2011 年の東日本大震災以降は横ばいになっている（図 ‎2-1）。 
このソフトウェア産業は、大手企業と中小零細企業に二極化した寡占が進んでおり（湯
野川, 2010）、従業員規模が 500 人以上の事業所は 1%程度にすぎず、そのほとんどが中小
零細企業で構成されている（図 ‎2-2）。また、年間売上高でも 100 億円を超える事業所が
1%にすぎないのに対し、半数以上の事業所が 1億円から 10億円の売上高に留まっており、
大企業を中心とした下請け構造となっている。 
『中小企業白書 2011』（中小企業庁, 2011）によると、2004～2006 年の経済センサス-基
礎調査において多くの業種で開業率が廃業率を下回る中、ソフトウェア業を含む情報通信
業は、医療・福祉とともに、開業率が廃業率を大きく上回る結果が出ている。例えば小売
業の開業率 4.8%、廃業率 9.7%や、飲食店・宿泊業の開業率 7.0%、廃業率 8.7%に比べ、情
報通信業は開業率 15.6%、廃業率 11.5%と開業率が上回っている。 
2006～2009 年の経済センサス-基礎調査では、2004～2006 年の調査と比較して、全体的
に開業率より廃業率が高くなっている28。その中でも情報通信業は、開業率がトップの 3.9%
となっており、廃業率に関しても金融・保険業の 9.5%に次ぐ 9.3%と、2004～2006 年と同
様に他業種と比較して高い割合となっている。 
 











図 ‎2-1 ソフトウェア業の売上高・従業者数の推移 
 









ス産業協会編, 2010）によると、日本の情報サービス産業は過去に 2 度の大きな問題に直面
しているという。1 度目は 1990 年代のバブル経済の崩壊による不況であり、2 度目は 2001















































































































































































































出所：経済産業省「平成 26 年特定サービス産業実態調査（確報）」をもとに筆者作成 




























































































































































































































































② IT 投資とソフトウェアの開発規模 
2001 年の IT バブル崩壊、2008 年頃に発生したサブプライム問題やリーマンショック、
2011 年の東日本大震災などにより、ユーザーの IT 投資は減少する一方であり、ソフトウ
ェア開発の規模も小さくなってきている。特に、2008 年頃を境に IT 投資が減少しており、
リーマンショックによる日本経済への影響が、IT 投資にも影響していると考えられる（斎





図 ‎2-4 企業の IT 投資の推移（ソフトウェア業） 
 
このような IT 投資の減少に伴い、ソフトウェア開発の規模も 1990 年代以前に多かった
何年もかかるような大規模な開発は少なくなり、小規模な開発が多くなっている。例えば、
独立行政法人情報処理推進機構編（2014）が調査したソフトウェア開発プロジェクトの作
業工数ごとの比率によると、10 人月未満が 52.7%、10～100 人月未満が 36.1%、100～1,000
人月未満が 10.4%となっている（図 ‎2-5）。 
また、新規開発においてもプログラムのソースコードの開発量は、1,000～1 万行が 4 割
弱となっており、開発対象となるソフトウェアが小規模化していることが確認できる
（図 ‎2-6）（図 ‎2-7）29。 








































































































































































































































図 ‎2-6 全ソフトウェア行数比率 






































図 ‎2-7 新規ソフトウェア開発行数比率 
 














ことが多いが、製造業のようにその内容は多岐に渡っている。平成 25 年 10 月に改定され
た「日本標準産業分類」（総務省統計局）によると、IT30、または ICT31と呼ばれている「情
                                                        
30
 Information Technology。情報技術。コンピューター処理などの情報処理やデータ通信な
どの通信処理に関する技術の総称。政府の IT 基本戦略、及び e-Japan 戦略により、2000 年
頃からこの呼称が普及し始めた（首相官邸, 2000, 2001）。 
31























































表 ‎2-1 日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定） 
出所：総務省統計局（2013）「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）」をもとに筆者作成
 









├ 37 通信業 
 
├ 38 放送業 
 




































└ 392 情報処理・提供サービス業 
 
├ 40 インターネット附随サービス業 
 
└ 41 映像・音声・文字情報制作業 
Ｈ 運輸業，郵便業 
  Ｉ 卸売業，小売業 
  Ｊ 金融業，保険業 
  Ｋ 不動産業，物品賃貸業 
 Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 
 Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 
 Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 








表 ‎2-2 ソフトウェア業の種類 

































































出所：総務省統計局（2013）「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）」、一般社団法人情
報サービス産業協会編（2015）『情報サービス産業白書 2015』をもとに筆者作成 
 

























部分がドイツの SAP 社やアメリカの ORACLE 社に代表されるような欧米製のソフトウェ
アで占められており、国産のソフトウェアは少ない。 
                                                        
33
 Enterprise Resource Planning package。ERP は、企業の経営資源を一元管理することで、
経営資源の効率的な効用を図ろうとする方法であり、企業内部の生産、物流、財務・会計




を持っておらず、IBM の SYSTEM/360 が世界初の商用 OS とされる。その後、UNIX や
MS-DOS といった OS が次々登場していった。 
2017 年時点で、個人向けのものとしては、Microsoft 社の Windows シリーズや Apple 社
の Mac OSX などがある。また、企業向けの業務用パソコン向けとしては、AT＆T 社のベ
ル研究所が開発し、Sun Microsystems社などが商用に販売しているUNIX系OSや、Microsoft
社の Windows Server などが存在する。そのほか、2010 年以降に利用者が増加しているスマ





 Supply Chain Management。製品とサービスの供給業者からの効率的な調達を目的として
おり、全体最適化の観点から、需要の予測や在庫管理・生産計画などの情報を企業間で共
有するシステム。この需要予測の精度を上げるには、サプライチェーンを構成する企業間
の情報を共有する必要がある（古殿, 2006; 島田・高原, 2007）。 




Enterprise Resource Planning (ERM) 






情報サービス産業協会が 2003 年 12 月に発表した調査結果によれば、日本における 2002
年のパッケージソフトウェアの輸出額は 93 億 1,300 万円なところに対し、輸入額は 2,962
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 Social Networking Service。ソーシャルネットワーキングサービス。インターネット上に
構築された、社会的ネットワーク。参加型コミュニティサイトなどが代表的であり、
Facebook や mixi などが有名である。 
38

























事業所数は平成 26 年の時点で、14,000 ヶ所近くにのぼり、従業員数は 67 万人、年間売上
高は 10 兆円前後にまで伸びている（表 ‎2-3）。 
 
表 ‎2-3 ソフトウェア業の業務種類別年間売上高（平成 26 年） 






ソフトウェア業 計 13,670  10,088,605  100.0% 
  受注ソフトウェア開発 12,425 8,322,392 82.5% 
  ソフトウェア・プロダクツ 4,144 1,766,213 17.5% 
    業務用パッケージ 3,648  1,008,678  10.0% 
    ゲームソフト 458  501,745 5.0% 
    コンピューター等基本ソフト 508  255,790 2.5% 
出所：経済産業省経済産業政策局調査統計部サービス統計室「平成 26 年特定サービス産業
実態調査（確報）」,「「ソフトウエア業」統計表一覧 事業従事者 5 人以上の部」をもとに
筆者作成 
 
                                                                                                                                                                  
企業に有利に働いている（ソフトウェア産業研究会, 2005）。 
39




















図 ‎2-9 カスタムソフトウェア業の資本系列別構成 
 


































であり、国内のソフトウェア技術者の不足が原因の 1 つとなっている（高橋, 2013）。 
こうした国内の人材事情について、「情報経済革新戦略～情報通信コストの劇的低減を前
提とした複合新産業の創出と社会システム構造の改革～」（経済産業省商務情報政策局産業
構造審議会情報経済分科会, 2010）によると、2001 年の IT バブル崩壊後も情報システムや
そのソフトウェアの大規模化や複雑化に加え、あらゆる社会活動で IT が活用される環境が
出現したことにより、情報処理に係る人材需要が急激に拡大しているという44。一方で、























図 ‎2-10 ソフトウェア開発のアウトソーシングの流れ（オフショア開発） 
 
さらに、八尋・片山（2008）によると、特にハイレベルの IT 技術を担う高度 IT 人材が
質的にも量的にも圧倒的に不足していると述べており、有効求人倍率でも、2007 年度は全








                                                                                                                                                                  
ムが稼働しており、保有するサーバーの数も 2,000 を超えるという（ITpro Active, 2016）。
また、2012 年末時点で、クラウドサービスの利用を除く企業が所有する日本国内のサーバ
ー数は、200 万台以上とされる。 
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 ただし、工藤によると、アメリカでは ERP 本来の使い方である基幹業務のすべてをパッ
ケージソフトウェアで行うことが多いが、日本では自社業務のうち会計システムの部分だ



































                                                        
46
 Chief Information Officer。最高情報責任者。 
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ケージソフトウェアを利用して開発した事例も存在する（山沖, 2011, 2012, 2014）。一方で、















































































分業に関する研究は自動車産業などを対象とした研究（浅沼, 1997; 武石, 1999; 藤本, 





























（Trist and Bamforth, 1951; 上林, 2001; 森田, 2010）のほか、1970 年代に始まった Quality of 











ている（国領, 2004; 竹田, 2005; 谷花・野田, 2012, 2013; 野田・丹生・コークラン, 2012, 2013; 
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 オープン・ソース・ソフトウェアの開発コミュニティとして、OS（オペレーションシス










本, 1998; 阿萬・野中・水野, 2011）。 
41 
  
① Cusumano によるソフトウェア・ファクトリーを中心とした研究 
Cusumano（1991, 2004）は、1980 年頃よりソフトウェア産業を対象とした研究を進めて


































































































Model と呼ばれる開発手法が主流として機能してきた。しかし、Waterfall Model に代わっ
て 21 世紀のソフトウェア開発で主流となっている変化を前提とし、ソフトウェアの完成よ
りはユーザーの要望を満たすことを目的とした新しい開発手法はまだ登場していなかった
53。そのため、今井他の研究も当時主流であった Waterfall Model を前提とし、その開発手
法の特徴であるソフトウェアのマネジメントが中心となっており、特に管理者からの視点






 このような開発手法として Agile（アジャイル）がある。この Agile については第 5 章で
詳しく述べるが、Waterfall Model に対する軽量な幾つかの開発手法の総称である。そのう
ち最も早いものが、1986年に登場したScrumと呼ばれる開発手法であり（平鍋・野中, 2013）、






















られてきた（Clark and Fujimoto, 1991）とし、Waterfall Model と Anti-Waterfall Model の関係




















以上のように、妹尾の研究は、ソフトウェア開発が Waterfall Model から anti-Waterfall 
Model へと開発プロセスが移り変わりつつあることを指摘している。ここで特に重要なこ
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Waterfall Model が日本では主流として機能しており、Agile のような要件定義や設計を開発
の序盤で確定しない開発方式の導入が遅れていることを指摘している。その上で、日本の







































さらに、高橋は Waterfall Model に日本の国際競争力欠如の原因の一端を求め、Agile の
優位性を述べており、特に日本企業が Waterfall Model を採用する原因として、下請け構造
や分業の責任の観点から指摘したことが特徴である。たしかに、Agile は Waterfall Model
よりも柔軟性があり、変化に強いとされ、Waterfall Model から Agile へと開発の主流は移
りつつある。しかし、高橋の述べているような設計とプログラム作成を繰り返すような作
業は決して Agile 特有のものとして限られているわけではなく、実際のソフトウェア開発
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た（豊田, 2012; 伊達, 2013）。 
こうした大量生産への取り組みは、一方で市場の変化への対応が難しく、過剰な分業や
機械化が問題になり、前述の社会・技術システム論（Trist and Bamforth, 1951; 上林, 2001; 森













































































































































部品の構成や相互関係のあり方を決めるのがアーキテクチャーである（Simon, 1957; Ulrich, 




















































ばならないのである（藤本, 2002; 目代, 2012）。 
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 部品やプログラムなどが接続、接触する箇所や、情報やデータなどをやりとりするため



















































フェースが 1 対 1 のように単純化、標準化されており、非常に独立性が高く、そういった
複数の部品の単純な組み合わせによって商品の機能を実現することである（Ulrich, 1995; 
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 モジュールとほぼ同じ意味を持つ言葉として、コンポーネントが存在する。この 2 つの
違いとして、コンポーネントとは、何らかの機能をもった部品を指すが、それ単体では利
用することができず、他の部品と組み合わせたりすることで機能を実現するものとして考
























さらに、IBM の SYSTEM/360 が登場する以前のコンピューターは、企業別に部品間の互
換性がない異なったインターフェースを採用していたため、他の企業のコンピューターと
接続することが難しく、そのためにハードウェアの OS や CPU、メモリー、そしてソフト








った（峰滝, 2004; 野田, 2006; 杉山, 2009; 中川, 2011）65。 
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ース設計や機能設計などを決定する独占した状態となっており、高度にモジュラー型であ
るだけでなく、後述するクローズ型アーキテクチャーの製品でもあった（藤本, 2002; 齊藤, 
2014）。 






アプリ専門J社 アプリ専門K社 アプリ専門L社 
メモリー 
メモリー専門G社 メモリー専門H社 メモリー専門I社 
CPU 
CPU専門D社 CPU専門E社 CPU専門F社 
オペレーティングソフトウェア（OS) 














































1978; Langlois and Robertson, 1995; 秋池, 2012）。しかし、コンポーネントが分割されないこ
とにより、機能と部品が 1 対 1 ではなく多対多の関係となってしまう（図 ‎4-6）。 
 
表 ‎4-1 モジュラー型とインテグラル型のアーキテクチャー比較 


































垂直統合度 低い 高い 
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 宇山（2013）によると、インテグラル型の代表格である自動車産業も 1990 年代頃から
その開発にモジュール化が進められてきている。自動車産業では、1990 年代から 2000 年
代にかけて、モジュール化としてプラットフォームを単位に部品を共通化することに主眼
が置かれており、「作業負担の軽減や品質向上、機能統合などによるコスト削減や性能向上




（Toyota New Global Architecture）が注目を浴びている。 
66 
  
例えば、前述の IBM の SYSTEM/360 のようなものは、モジュラー型であるが、やはり
そのインターフェースは 1 企業内で決められているため、モジュラー型かつ、クローズ型


































































































































































































Waterfall Model と呼ばれる開発手法である。Waterfall Model は今日の日本のソフトウェア
開発でも主流の開発手法として多くのプロジェクトで採用されており、多くの貢献をして
きた。特に Waterfall Model は、次章で検討するかつて日本のソフトウェア開発で中心的存
在を果たしたソフトウェア・ファクトリーと呼ばれる工場型の開発モデルのような開発方
法やその分業構造と親和性が高かった。 
一方で、この Waterfall Model は、今日必要とされる質の高い、革新的なソフトウェアの
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要件定義 管理・作業 ※ 少(1～3人) 基本的な事項を決定。システム、プログ
ラム、データの構成と仕様などを決める
（定義する） 基本設計 管理・作業 ※ 少(1～3人) 
詳細設計 管理・作業 作業 多(7～10人) 
プログラムの詳細（動作や処理の流れ）
を決定し、作成する 
プログラム作成 管理 作業 多(7～10人) 




結合テスト 管理 作業 中(3～6人) 












































































































































































要件定義 設計 プログラム テスト 
上流と下流を分
けて開発 
要件定義 設計 プログラム テスト 
工程ごとに完全
に分離 






























































































として定着したものが Waterfall Model である（図 ‎5-2）。 
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ため、Waterfall Model と呼ばれている（高橋, 2010）。 
 
 
出所：Royce（1970）, 高橋（2010）, 小椋（2013）等をもとに筆者作成81 








この現在の Waterfall Model の概念となるものは、Royce（1970）が提唱した。ただし、
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 ソフトウェア開発における工程の区分けと名称は、統一されたものが存在しない。その


















していた。しかし、後に Royce の手法が Waterfall Model として広まった頃には、このフィ
ードバックの概念は無くなってしまい、現在のような後戻りのできない開発手法として定
着してしまった（妹尾, 2001; 高橋, 2010; 小椋, 2013）82。 





② 変化とイノベーションを目的とした Agile  
ここまで計画と管理を中心とし、手順を追って開発すると同時に仕様変更を認めない












                                                        
82 小椋（2013）は、Waterfall Model の起源を調査し、Royce（1970）が提唱したとされてい
る開発手法が、フィードバックを必要としており、現在のような一方通行の Waterfall Model
とは異なっていること、さらに Royce 自身はその論文で「Waterfall Model」という用語も
使用されていないことを明らかにしている。 
小椋によれば、アメリカの TRW 社に属する Bell and Thayer（1976）によって“Waterfall”
という用語が初めて論文に登場し、アメリカの弾道ミサイルによる防衛のためのソフトウ
ェアプロジェクトで使用されたという。 
Bell and Thayer（1976）は、Royce（1970）の論文について取り上げ、“he introduced the concept 
of the "waterfall" of development activities”（Bell and Thayer, 1976, p.62）と、Royce が Waterfall
型の開発の概念を導入したと述べている。 
83 非 Waterfall Model の代表的なものとして、Agile を本研究で取り上げている。反復型開








さらに、Waterfall Model などの従来のソフトウェア開発手法に対して、1990 年代後半に






図 ‎5-3 Agile（SCRUM 開発手法） 
 
この Agile は、正確には特定の手法を指しているのではなく、Waterfall Model のような
多くの手順に従って進んでいく重量級な開発手法と比較され、Scrum85や XP（extreme 




85 平鍋・野中（2013）によると、野中郁次郎と竹内弘高による 1986 年の論文“The New Product 
Development Game”において、日本の製造業の新製品開発からヒントを得て「スクラム」
と名付けられ、その後、1990 年年代前半に、Jeff Sutherland、John Scumniotales、Jeff McKenna
によって、ソフトウェア開発手法として開発されたという。 
Takeuchi and Nonaka（1986）によると、新製品開発のプロセスを 3 つのタイプに分類し
ており、TypeA は工程が連続的にリレーしている方式、TypeB はプロセスの前後が重複し
た方式、そして TypeC はプロセスがよりオーバーラップした方式としている。このうち


























実装 & 開発者テスト 
品質保証/ 
受け入れ検査 















Waterfall Model に対し、Agile ではすべての機能を一度に取り込むのではなく、幾つかの


















機能してきた、仕様を最初に確定させるという Waterfall Model の根本的な問題が明らかと
なった。 
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 意思決定システム（Decision Support System）。1970 年代になると、企業の創造活動が重
要視されるようになり、企業や組織の問題解決のための意思決定を支援するシステムとし
て作られた。この意思決定の支援が目的とされた理由として、企業の創造活動が重要視さ
れるようになったことが考えられる（立川, 2003, 2005）。 
2010 年以降では、IBM の人工知能による質問応答・意思決定支援システムである Watson
が代表的である。 
87
 戦略情報システム（Strategic uses of Information Systems、もしくは、Strategic Information 
System）。1980 年頃から企業戦略として競争が重要視されるようになった結果、企業経営
において、情報システムを管理的発想によるものではなく、自社に優位性の獲得を目的と































































































ような開発プロセスである Waterfall Model は、工程間の技術情報の共有が不可欠であり、
工程間の分割が難しいといった問題を抱えているのである。 
 






























表 ‎5-2 Waterfall Model と Agile の開発スタイル等の違い 
 Waterfall Model Agile（Agile に共通するもの） 













人的要因 人為的な部分を排除、管理する 人の要素を活かす 








開発体制 階層型 チーム型（少人数） 
開発期間 数か月から数年間 数日から数か月の繰り返し 
製品の 
リリース 


















る（Rigby, Sutherland, and Takeuchi, 2016）。 
ただし、ソフトウェアの開発を行う際は、必ずしも特定の手法のみ有効ということはな
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では、この Agile と反復型モデルをそれぞれ 35.4%、20.6%が採用しており、合計すると 56%
に達する。一方、Waterfall Model はわずか 13.4%のみという調査結果が出ており、「特定の
開発手法を採用しない（Do not use a formal process methodology）」の 30.6%よりも低い
（図 ‎5-6）。 








このように、Waterfall Model もしくは Agile か、または双方を混在した手法が適してい
るのかについては、プロジェクトの規模や開発対象のソフトウェアの内容に起因するため、
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 一般社団法人 PMI 日本支部アジャイルプロジェクトマネジメント研究会（2015, 2016）
の調査によると、日本国内で Agile による開発手法を導入しているプロジェクトの割合は
約 3 割とされている。 
ただし、Agile による開発手法導入の実態調査のため、Waterfall Model の導入率について
の回答はなく、また、「アジャイルプロジェクトの実態」というテーマで調査を行っている
ため、Agile に関心の高い回答者、もしくはすでに Agile を利用している回答者が多いと予
想され、Agile の導入率も高い結果となっている可能性がある。 
98










出所：West and Grant（2010）p.2 をもとに筆者作成 
















ソフトウェアの開発手法は、この Waterfall Model と Agile を中心に行われているが、日
本のソフトウェア産業は Waterfall Model に偏重している実態が存在する。Waterfall Model
は日本のソフトウェア産業と非常に相性が良く、分業構造や次章で説明する工場型の開発
モデル、工程別の契約方法に適している。また、日本のソフトウェア開発の分業構造は、































1968 年に NATO が開催したソフトウェア・エンジニアリング会議で、コンピューターの
高性能化とソフトウェアの複雑化からソフトウェア危機が叫ばれ、ソフトウェア工学の必
要性が指摘された。その約 20 年後、Brooks99（1986, 1995）が、ソフトウェアの開発が高
度に複雑化していくのに対し、これらをすぐに解決し、生産性を高めるような手段は存在
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 IBM の SYSTEM/360 の開発者で科学者。 
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特にソフトウェアは、一時期世界のハードウェアの 70%以上を占めた IBM の影響が大きい





















で IBM のメインフレームが登場してから産業の体をなしたとされる。IBM は、1911 年に
創業したが、コンピューター事業に参入する以前は、パンチカード関連事業に注力し、独






Electronic Numerical Integrator and Computer。ABC のような専門計算機とは異なる汎用計
算機。長らく ENIAC が世界最初のコンピューターとされてきたが、その特許を巡る裁判
により、ABC が先に存在することが認められた。しかし、この ENIAC が、現在のコンピ
ューターの基礎となるプログラム内蔵型の EDSAC の開発に繋がっていった。 
103 





















ると高くついたため、アーキテクチャーのみを作成し、それ以外の CPU や OS などの開発
はアウトソーシングせざるを得なかった。その結果、OS を Microsoft に、CPU を intel にア
ウトソースすることで、それら企業の成長に寄与するとともに、特定業界ごとの製品はそ
れぞれの専門メーカーが独占するようになっていったのである（Cusumano, 2004）。 
1967 年時点で、世界のコンピューターの 70%以上が IBM のマシンに占められていた（杉
山, 2011）。しかし、一つの企業による世界市場の寡占支配は競争を阻害し、技術の発達を
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 IBM の SYSTEM/360 が商用的に成功した互換アーキテクチャーとなる。同一のアーキ
テクチャーを採用するコンピューター間で、同じソフトウェアを動作させることを可能に
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 この座席予約システムは、現在も「みどりの窓口」で利用されており、日立製作所が作
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 経済産業省（2017）の IT 関連産業の給与等に関する実態調査によると、単純な比較は
できないものの、日本では 30 代の給与の平均が 526 万円、最大値が 1250 万円であるのに




































































































策局情報処理振興課, 2005）p.17 をもとに筆者作成 















中小 IT ベンダーはその下請け企業になるケースが多いといえる。 
 
③ 人月による工数計算 
ソフトウェア開発が Waterfall Model による工程別の契約が行われてきた背景には、人月
と呼ばれる計算でその開発量と契約を結び付けている点が大きい。 
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 あるソフトウェア開発の工数を 100 人月とした場合、1 人の技術者がそのソフトウェア
を開発するために 100 ヶ月かかる計算であり、10 人であれば 10 ヶ月の期間を要すること
になる。一方で、この計算に基づけば、極端には 100 人月に対し、10 人で 10 か月かかる




































の規模を参考にして IT ベンダーを選ぶ傾向が多い。こうした IT サービスの事業規模を競
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 Data Warehouse（DWH）。さまざまな情報システムのデータを時系列に蓄積したデータ































































1960 年代のアメリカの GE や AT&T、1970 年代の日本のコンピューターメーカー、1980
年代の Microsoft は、ソフトウェア開発をより扱いやすくなる方法を模索してきた
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International Organization for Standardization。品質管理などの国際標準規格。ソフトウェ

























表 ‎6-1 コンピューターメーカーのソフトウェア・ファクトリーへの取組み 
年 ソフトウェア・ファクトリーへの取組み 
1969 年 ソフトウェア工場（日立製作所） 
1970 年 日立ソフトウェアエンジニアリング121 設立（日立グループ） 
1976 年 ソフトウェア戦略プロジェクト（日本電気） 
1977 年 府中ソフトウェア・ファクトリー（東芝） 
1979 年 システム本部（富士通） 
出所：大西（1998）をもとに筆者作成 
 
1970 年から 1980 年代にかけて日立製作所や富士通、東芝、NEC などの大手コンピュー
ターメーカーは、大規模システム開発の問題を解決すべく、工業製品などの製造業の開発
技法や原則をソフトウェア開発に厳格に適用し、工場型の生産方式であるソフトウェア・























































ワードで先行研究を調べたところ、論文タイトルや要約のみの検索となるが、2016 年 1 月
末時点でその本数は 100 本未満であった。さらに、そのほとんどはソフトウェア・ファク

















































生産性、再利用率が向上していった（妹尾, 2001; 中所, 2014）。 
製造業などの手法が取り入れられた理由として、品質管理手法やソフトウェア開発の各






















表 ‎7-1 ハードウェア・ソフトウェア開発環境の変化 
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入は特に遅れている。1968 年の NATO の会議におけるソフトウェア危機の宣言により、















































1999; 若林, 2008）。 
一方、水野（1975）は、ソフトウェアが人間を中心とした長期の組織活動によって開発
されるということに対する認識の不十分さを指摘しており、金を出し、人を集めるような
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 Integrated Development Environment。ソフトウェア開発に必要な多数のツールを一つに
まとめ、画面操作などによって利用できるようにしたもの。これにより、大規模、複雑化
したソフトウェア開発に伴う作業負荷を減らすことが可能となった。Microsoft の Visual 
Studio シリーズなどが代表的である。 
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CHAOS Research(Standish Group HP)（SD Times Software Development News, 2009）の調査結
果によると、ソフトウェアの開発プロジェクトは、予算内、かつ予定通りに完了し、ユー
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ソフトウェア開発は小規模化しつつあり、特に 10 人月未満の開発が 5 割以上を占めている
ことが明らかとなっており、さらに今後もその傾向が増すことが考えられるからである。
ただし、10 人月未満の開発になると、1 人から 3 人程度のメンバーで構成されることが多
く、人数も極端に少ないことから工程ごとに作業の分割を行うのではなく、全工程を協働
でこなすようなこと多い。このため、本研究では、10 人月より少し規模の大きい、20 人月




対象となる事例は、国内中規模の IT ベンダーの A 社の開発プロジェクトであり、ユー





調査時期は、2015 年から 2016 年にかけて行っており、対象となるプロジェクトは、2012









本事例のソフトウェア開発プロジェクトの受託企業である A 社は、1960 年代に創業した








表 ‎8-2 ソフトウェア開発事例のまとめ 
 事例１ 事例 2 事例 3 
顧客企業 X 社 Y 社 Z 社 
業種 事務用機器メーカー 金融業 金融業 
開発種類 新規開発 保守（改修） 保守（改修） 
開発手法 Waterfall Model Waterfall Model Waterfall Model 









ームでは約 12 人月） 
約 30 人月 約 20 人月 




3～7 名 3～4 名 
品質 次の工程で多くの障害 本番稼働後に障害 
問題なし 
（設計～テストで検証） 






































事例 2 も、上流工程と下流工程の分割の事例となる。事例 1 と同様に、ここでも開発プ
ロセスを上流工程と下流工程とで分割しているが、事例 2 の特徴として、A 社単独による
開発ではなく上流工程と下流工程とでそれぞれ異なる企業が開発作業を受け持っている。
このような企業間のやりとりは、社内での開発と比べてその調整のため想定外のコストが





























図 ‎8-1 事例 1：開発システムのイメージ 
 









IT ベンダーA 社の開発メンバーは入社 20 年近いプロジェクト・マネジャーを中心に、
20 人近い開発メンバーが集められた。メンバーは入社 1～2 年の新人から、5～10 年の若手























成及びテストの工程として大きく 3 分割されていた（図 ‎8-2） 
 
 










































ており、単体テスト工程で多くのバグや問題が発生した。A 社と X 社の間の仕様などの確
認は、メールや対面での打ち合わせのほか、Skype などのオンラインコミュニケーション
ツール135を利用し、仕様や設計の齟齬がなるべく出ないように作業を進めていった。 



























































































































(3) 事例 2：上流工程と下流工程の企業間分業 










































図 ‎8-6 事例 2：工程と分業構造（担当） 
 
プロジェクト全体では、A 社と B 社を含めて、工程に応じて 3～7 人程度が開発を行っ
た（図 ‎8-7）。 
 
図 ‎8-7 事例 2：メンバー構成 
 
事例 1 の新規開発とは異なり既存システムの改修であり、上流工程の A 社の開発技術者
も 10 年近く保守作業を行い、システムに精通したベテラン数人で構成された。一方で、下
流のプログラム作成を担当した B 社は、取りまとめ役のチームリーダーを含む、ベテラン




































その結果、B 社が開発を終えて納品した時点で仕様のミスなどはなく、さらに Y 社の確認
も経て、品質上も問題ないと判断された。ただし、下流工程の作業は B 社の契約とそのた





































最終的に、B 社のメンバーは、障害の対応を終えるとともに Y 社のプロジェクトから撤







































































(4) 事例 3：要件定義と設計以降の分業 
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う生き物を理解させる必要があると述べている。Dreyfus and Dreyfus によると、コンピュ























出所：Dreyfus and Dreyfus(1986)、Ferguson（1992）を元に筆者作成 
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なる（Perrow, 1967; 加護野, 1980）。 









































れていない知識創造型の 2 つに分類している。 
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ース148といわれる無料公開されたソフトウェアに注目が集まっている（国領, 2004; 峰滝, 
2004; 竹田, 2005; 谷花・野田, 2012, 2013; 野田・丹生・コークラン 2012, 2013; 野田・丹生, 



























































































































































































[1] Abernathy, William J., （1978）, The productivity dilemma: roadblock to innovation in the 
automobile industry, Baltimore: Johns Hopkins University Press． 
[2] Alvesson, M., （2004）, Knowledge Work and Knowledge-Intensive Firms, Oxford University 
Press． 
[3] Alexander, Christopher., Ishikawa, Sara., Silverstein, Murray., Jacobson, Max., Fiksdahl-King, 
Ingrid., and Angel, Shlomo., （1983）, A pattern language: towns, buildings, construction, 
Oxford University Press．（平田翰那訳（1984）『パタン・ランゲージ―環境設計の手引』
鹿島出版会．） 
[4] Babbage, Charles., （1832）, On the Economy of Machinery and Manufactures, Charles Knight, 
Pall Mall East． 
[5] Baldwin, Carliss Y. and Clark, Kim B., （2000）, DESGIN RULES Vol.1: The Power of 
Modularity, Massachusetts Institute of Technology．（安藤晴彦訳（2004）『デザイン・ルー
ル―モジュール化パワー』東洋経済新報社．） 
[6] Barney, Jay B., （1986）, “Strategic Factor Market: Expectation, Luck, and Business Strategy,” 
Management Science, Vol.32, No.10, pp.1231-1241． 
[7] Barney, Jay B., （2002）, Gaining and sustaining competitive advantage (2nd ed), Upper 
Saddle River, N.J.: Prentice Hall．（岡田正大訳（2003）『企業戦略論：競争優位の構築と
持続』ダイヤモンド社．） 
[8] Bean, Michael., （2005）, “The Pitfalls of Outsourcing Programmers: Why Some Software 
Companies Confuse the Box with the Chocolates,” The Best Software Writing I: Selected and 
Introduced by Joel Spolsky, Edited by Joel Spolsky, Apress LP., pp.9-15．（青木靖訳（2008）
「プログラマのアウトソーシングの落とし穴－なぜソフトウェア会社はチョコレート
と箱を取り違えるのか」『BEST SOFTWARE WRITING』翔泳社．） 
[9] Bell, Thomas T. and Thayer, T. A., （1976）, “SOFTWARE REQUIREMENTS: ARE THEY 
REALLY A PROBLEM,” Proceeding ICSE '76 Proceedings of the 2nd international 
conference on Software engineering, pp.61-68． 
[10] Boehm, Barry W., （1988）, “A Spiral Model of Software Development and Enhancement,” 
Computer, Vol.21, No.5, IEEE, 1988． 
[11] Brooks, Frederick Phillips., （1975, 1995）, The mythical man-month: essays on software 
engineering, Addison-Wesley．（滝沢徹・牧野祐子・富澤昇訳（2014）『人月の神話【新
装版】』丸善出版．） 
[12] Cappelli, Peter., （1999）, The new deal at work: managing the market-driven workforce, 
Harvard Business School Press．（若山由美（2001）『雇用の未来』日本経済新聞社．） 
[13] Chandler, A.D. Jr., （1962）, Strategy and Structure: Chapter in the History of the American 
169 
  
Industrial Enterprise, The M.I.T. Press．（有賀裕子訳（2004）『組織は戦略に従う』ダイ
ヤモンド社．） 
[14] Clark, Kim B. and Fujimoto, Takahiro., （1991）, Product Development Performance: Strategy, 
Organization, and Management in the World Auto Industry, Harvard Business School Press． 
[15] Coase, Ronald H., （1937）, “The‎Nature‎of‎the‎Firm”, Economica, N.S., Vol.4, No.16． 
[16] Collis, David J. and Montgomery Cynthia A., （1998）, COPORATE STRATEGY: A 
Resource-Based Approach, The McGraw-Hill Companies, Inc．（根来龍之・蛭田啓・久保亮
一訳（2004）『資源ベースの経営戦略論』東洋経済新聞社．） 
[17] Coplien, James O. and Harrison, Neil B., （2004）, Organizational patterns of agile software 
development, Prentice Hall．（和智右桂訳（2013）『組織パターン: チームの成長により
アジャイルソフトウェア開発の変革を促す』翔泳社．） 
[18] Cusumano, Michael A., （1991）, Japan's software factories: a challenge to U.S. management, 
New York; Tokyo: Oxford University Press．（富沢宏之・藤井留美訳（1993）『日本のソフ
トウェア戦略：アメリカ式経営への挑戦』三田出版会．） 
[19] Cusumano, Michael A., （2004）, The business of software: what every manager, programmer 
and entrepreneur must know to thrive and survive in good times and bad, Simon and Schuster．
（サイコムインターナショナル訳（2004）『ソフトウエア企業の競争戦略』ダイヤモン
ド社．） 
[20] Cusumano, Michael A., （2010）, Staying power: six enduring principles for managing 
strategy and innovation in an uncertain world, Oxford: Oxford University Press．（鬼澤忍訳
（2012）『君臨する企業の 6 つの法則：戦略のベストプラクティスを求めて』日本経済
新聞出版社．） 
[21] Davenport, Thomas H., （2005）, Thinking for a living: how to get better performance and 
results from knowledge workers, Harvard Business Review Press （藤堂圭太訳（2006）『ナ
レッジワーカー』ランダムハウス講談社．） 
[22] DeMarco, Tom. and Lister, Timothy R., （1987）, Peopleware: productive projects and teams, 
New York: Dorset House．（日立ソフトウェアエンジニアリング生産性研究会訳（1989）
『ピープルウエア － ヤル気を潰す管理体制はこう変えよう！』日経 BP 社．） 
[23] DeMarco, Tom. and Lister, Timothy R., （1999）, Peopleware: productive projects and teams 
（2nd Edition）, Dorset House Publishing Company, Incorporated．（松原友夫・山浦恒央訳
（2001）『ピープルウエア 第 2版 － ヤル気こそプロジェクト成功の鍵』日経BP 社．） 
[24] DeMarco, Tom. and Lister, Timothy R., （2013）, Peopleware: productive projects and teams 
（3rd Edition）, Addison-Wesley Professional．（松原友夫・山浦恒央・長尾高弘訳（2013）
『ピープルウエア 第 3 版』日経 BP 社．） 
[25] Dreyfus, Hubert. and Dreyfus, Stuart E., （1986）, Mind over machine: the power of human 
170 
  
intuition and expertise in the era of the computer, Free Press．（椋田直子訳（1987）『純粋人
工知能批判―コンピュータは思考を獲得できるか』アスキー．） 
[26] Ferguson, Eugene S., （1992）, Engineering and the Mind’s Eye, The MIT Press．（藤原良樹・
砂田久吉訳（1995, 2009）『技術屋の心眼』平凡社．） 
[27] Gawer, Annabelle. and Cusumano, Michael A., （2002）, Platform Leadership: How Intel, 
Microsoft, and Cisco Drive Industry Innovation, Harvard Business School Press. （小林敏男
監訳（2005）『プラットフォーム・リーダーシップ：イノベーションを導く新しい経営
戦略』有斐閣．） 
[28] Glass, Robert L., （2006）, Software creativity 2.0, Developer.* Books．（高嶋優子・徳弘太
郎・森田創訳（2009）『ソフトウエア・クリエイティビティ: ソフトウエア開発に創造
性はなぜ必要か』日経 BP 社．） 
[29] Hammer, Michael. and Champy, James., （1993）, Reengineering the Corporation: A 
Manifesto for business revolution, Harper Business．（野中郁次郎訳（1993）『リエンジニア
リング革命―企業を根本から変える業務革新』日本経済新聞社．） 
[30] Langlois, Richard N. and Robertson, Paul L., （1995）, Firms, Markets and Economic Change: 
A Dynamic Theory of Business Institutions, Routledge, London．（谷口和弘訳（2004）『企業
制度の理論─ケイパビリティ・取引費用・組織境界─』NTT 出版．） 
[31] Larman, Craig., （2003）, AGILE AND ITERATIVE DEVELOPMENT: A Manager's Guide, 
Addison-Wesley．（児高慎治郎・松田直樹監訳, 越智典子訳（2004）『初めてのアジャイ
ル開発: スクラム、XP、UP、Evo で学ぶ反復型開発の進め方』日経 BP 社．） 
[32] Penrose, E. T., （1959）, The Theory of the Growth of the Firm, 3rd Edition, 1995, Oxford 
University Press．（日高千景訳（2010）『企業成長の理論【第 3 版】』ダイヤモンド社．） 
[33] Perrow, Charles., （1967）, “A‎Framework‎for‎the‎Comparative‎Analysis‎of‎Organizations,”‎
American Sociological Review, Vol.32, No.2, pp.194-208, American Sociological Association． 
[34] Porter, Michael E. and 竹内弘高（2000）『日本の競争戦略』ダイヤモンド社． 
[35] Prahalad, C.K. and Hamel, G., （1990）, “The Core Competence of the Corporation,” 
Harvard Business Review． 
[36] Rigby, Darrell K., Sutherland, Jeff., and Takeuchi, Hirotaka., （2016）, “Embracing Agile,” 
Harvard Business Review, MAY 2016 ISSUE, Harvard Business School Publishing．（倉田幸
信訳（2016）「アジャイル開発を経営に活かす 6 つの原則 臨機応変のマネジメントで
生産性を劇的に高める」『ハーバード・ビジネス・レビュー』2016 年 9 月号, ダイヤモ
ンド社．） 
[37] Royce, Winston W., （1970）, “Managing‎the‎Development of Large Software Systems,”‎
Proceedings of IEEE WESCON． 
[38] Rumelt, Richard P., （1984）, “Towards a strategic theory of the firm,” Competitive Strategic 
171 
  
Management, Edited by R.B. Lamb, Prentice Hall, pp.556-570． 
[39] Sako, Mari., （1991）, “The Role of 'Trust' in Japanese Buyer Supplier Relationships,” 
Ricerche Economiche, Vol.45, No.2-3, pp.449-474． 
[40] Sako, Mari., （1992）, Prices, Quality and Trust: Inter-farm Relations in Britain & Japan, 
Cambridge University Press． 
[41] Simon, Herbert A., （1957）, Administrative Behavior (4ed), 1997, New York: Free Press．（二
村敏子・桑田耕太郎・高尾義明・西脇暢子・高柳美香訳（2009）『新版 経営行動―経
営組織における意思決定過程の研究』ダイヤモンド社．） 
[42] Smith, Adam., （1776）, An inquiry into the nature and causes of the wealth of nations, Oxford 
University Press, 1976．（山岡洋訳（2007）『国富論 国の豊かさの本質と原因について
の研究（上下）』日本経済新聞社出版局．） 
[43] Takeuchi, Hirotaka. and Nonaka, Ikujiro., （1986）, “The New New Product Development 
Game,” Harvard Business Review, Harvard Business Publishing． 
[44] Taylor, Frederick Winslow., （1911）, The principles of scientific management, Cosimo 
Classics, 2006．（有賀裕子訳（2009）『新訳 科学的管理法：マネジメントの原点』ダイ
ヤモンド社．） 
[45] Teece, David J., (1986).‎“Transaction‎Cost Economics and the Multinational Enterprise,”‎
Journal of Economic Behavior and Organization, Vol.7, No.1, pp.21-45． 
[46] Tomayko, James E. and Hazzan, Orit., （2004）, Human Aspects of Software Engineering, 
CHARLES RIVER MEDIA．（富野壽・荒木貞雄訳（2007）『ソフトウェア工学の人間的
側面』共立出版．） 
[47] Trist, E.L. and Bamforth, K.W., （1951）, “Some‎Social‎and‎Psychological‎Consequences‎of‎
the Longwall Method of Coal-Getting : An Examination of the Psychological Situation and 
Defences of a Work Group in Relation to the Social Structure and Technological Content of 
the Work System,”‎Human Relations, Vol.4, No.3, pp.3-38, SAGE Publications． 
[48] Ulrich, Karl., （1995）, “The role of product architecture in the manufacturing firm,” 
Research Policy, Volume 24, Issue 3, pp.419-440． 
[49] Wakefield, Edward Gibbon., （1833）, England and America: a comparison of the social and 
political state of both nations, R. Bentley．（中野正訳（2010）『イギリスとアメリカ: 資本
主義と近世植民地』Vol.1・2・3, 日本評論社．） 
[50] Wernerfelt, Birger., （1984）,‎“A‎Resource-Based View of the Firm,”‎Strategic Management 
Journal, Vol. 5, Issue 2, pp.171-180． 
[51] West, Dave. and Grant, Tom., （2010）, “Agile Development: Mainstream Adoption Has 
Changed Agility For Application Development & Program Management Professional,” 
January 20, 2010, FORRESTER REPORT． 
172 
  
[52] Williamson, O. E., （1975）, Markets and Hierarchies: Analysis and Anti-Trust Implications, 
New York: Free Press．（浅沼萬里・岩崎晃訳（1980）『市場と企業組織』日本評論社．） 
[53] Williamson, O. E., （1985）, The Economic Institutions of Capitalism: Firms, Markets, 
Relational Contracting, New York: Free Press． 
[54] Wiseman, Charles., （1988）, STRATEGIC INFORMATION SYSTEMS, Irwin．（土屋守章・
辻新六訳（1989）『戦略的情報システム: 競争戦略の武器としての情報技術』ダイヤモ
ンド社．） 




[57] 青島矢一編（2008）『企業の錯誤／教育の迷走－人材育成の「失われた 10 年」』東信堂． 
[58] 青島矢一（2009）「戦略転換の遅延―デジタルカメラ産業における「性能幻想」の役割
―」『研究技術計画』vol.24, No.1, pp.16-34, 研究・イノベーション学会． 
[59] 青島矢一・武石彰・Cusumano A. Michael（2010）『メイド・イン・ジャパンは終わるの
か―「奇跡」と「終焉」の先にあるもの』東洋経済新報社． 
[60] 秋池篤（2012）「A-U モデルの誕生と変遷―経営学輪講 Abernathy and Utterback (1978)」





No.2, p.109, 日本ソフトウェア科学会． 
[63] 飫富順久・廣松毅・小林稔（2009）『現代社会の情報・通信マネジメント』中央経済社． 
[64] 阿萬裕久・野中誠・水野修（2011）「ソフトウェアメトリクスとデータ分析の基礎」『コ












[69] 伊丹敬之・松島茂・橘川武朗編（1998）『産業集積の本質 : 柔軟な分業・集積の条件』
有斐閣． 
[70] 一條和生（2003）「知的資産活用の経営--狭義のナレッジ・マネジメントから広義のナ





[72] 稲村雄大・渋谷隆（2013）「ネットワーク外部性の間接効果と戦略の柔軟性： NEC の














誌』Vol.13, No.6, pp.9-12, プロジェクトマネジメント学会． 
[79] 大鹿隆・藤本隆宏（2006）「製品アーキテクチャ論と国際貿易論の実証分析」『RIETI 







UFJ 銀行「Day2」に学ぶ』日経 BP 社． 
[83] 小川秀人（2011）「企業におけるソフトウェア開発とソフトウェア工学」『コンピュー




ルに関する誤解を解く」『商学討究』Vol.64, No.1, pp.105-135, 小樽商科大． 
[85] 尾﨏博之（1997）「情報サービス産業の現状と将来」『経営システム』Vol.7, No.3, 
pp.157-162, 日本経営工学会． 










学会誌』No.33, pp.40-49, 日本経営学会． 





ェクトマネジメント学会誌』Vol.14, No.3, pp.20-24, プロジェクトマネジメント学会． 
[95] 神戸和雄（2014）「オープンソースソフトウェアの利用と企業情報システム開発」『三
田商学研究』Vol.56, No.6, pp.81-86, 慶応義塾大学出版会． 
[96] 神戸和雄（2015）「オープンソースソフトウェアと企業の関わり」『三田商学研究』Vol.58, 


















[103] 小池和男（1977）『職場の労働組合と参加 労使関係の日米比較』東洋経済新報社． 
[104] 小池和男（2001）『もの造りの技能と競争力』『一橋ビジネスレビュー』Vol.49, No.1, 
pp.16-27, 東洋経済新聞社． 
[105] 国領二郎（2004）『オープン・ソリューション社会の構想』日本経済新聞社． 
[106] 古殿幸雄（2006）『入門ガイダンス 経営情報システム』中央経済社． 
[107] 小林甲一（2008）「「労働の人間化」の展開と社会政策－労働をめぐるドイツ社会政




ェア』Vol.26, No.4, pp.17-30, Japan Society for Software Science and Technology． 
[109] 今野浩一郎・佐藤博樹（1987）「ソフトウエア産業における経営戦略と人材育成－人




[111] 斎藤昌義・後藤晃（2016）『システムインテグレーション再生の戦略 ～いま SIer は
何を考え、どう行動すればいいのか 』技術評論社． 
[112] 齋藤毅（2009）「生産システム論の再構成 : 労働研究と経営研究の統合に向けての
試論」『評論・社会科学』Vol.88, pp.145-191, 同志社大学． 
[113] 齊藤豊（2014）「多国籍企業における企業内国際労働力移動」『人間関係学研究 : 社







う視点から」『研究技術計画』Vol.15, No.3/4, pp.227-240, 研究・イノベーション学会． 




叢書』Vol.17, pp.1-302, 金沢大学人間社会研究域経済学経営学系． 
[119] 須賀龍・牧野友祐・加藤和彦（2014）「相関ルールマイニングを用いたソフトウェア
開発プロジェクトにおけるユーザ要求分析の提案」『プロジェクトマネジメント学会研
究発表大会予稿集』2014（春季）, pp.350-353, プロジェクトマネジメント学会． 
[120] 杉山克典（2007）「ビジネスコンピューティングの変移：汎用機世代の検証」『広島
経済大学創立 40 周年記念論文集』pp.809-831, 広島経済大学． 
[121] 杉山克典（2008）「日本のソフトウェア産業の現状分析」『広島経済大学経済学研究
論集』第 31 巻, 第 3 号, pp.191-203, 広島経済大学経済学会． 
[122] 杉山克典（2009）「企業情報システムにおけるクラウドコンピューティングの衝撃：
クラウドコンピューティングへと向かう企業情報システムの歴史的検証」『広島経済大
学経済学研究論集』Vol.32, No.2, pp.125-143, 広島経済大学経済学会． 
[123] 杉山克典（2011）「プラットフォームとしてのクラウドコンピューティング」広島経
済大学経済学研究論集』Vol.33, No.4, pp.55-63, 広島経済大学経済学会． 
[124] 椙山泰生（2001）「グローバル化する製品開発の分析視角－知識の粘着性とその克服 
(特集 新製品開発研究の新潮流)」『組織科学』Vol.35, No.2, pp.81-94, 白桃書房． 
[125] 鈴木潤（2009）「ソフトウェア・イノベーションの知識ベース」『RIETI Discussion Paper 
Series』09-J-019, 独立行政法人経済産業研究所． 
[126] 妹尾大（2001）「ソフトウェア開発の新潮流－状況論的リーダーシップの胎動」『組
織科学』Vol.35, pp.65-80, 組織学会． 




報大学情報文化学部紀要』Vol.10, pp.119-130, 新潟国際情報大学． 
[130] 高橋俊介（2012）『21 世紀のキャリア論』東洋経済新聞社． 
[131] 高橋信弘（2010）「日本のソフトウェア産業の国際競争力に関する一考察:国際競争
力欠如の諸要因とその因果関係」『經營研究』Vol.60, No.4, pp.151-167, 大阪市立大学． 
[132] 高橋信弘（2013）「中国ソフトウェア企業の技術力向上とオフショア開発の変化」『經
營研究』Vol.64, No.3, pp.1-23, 大阪市立大学． 









『立命館経営学』Vol.43, No.6, pp.19-33, 立命館大学． 
[138] 立川丈夫（2003）『現代経営情報システム開発論』創成社． 
[139] 立川丈夫（2005）『改訂版経営情報システム論－その歴史的展開と展望－』創成社． 
[140] 伊達浩憲（2013）「大量生産システムの再検討 ─Ford の移動式組立ライン導入を中
心に─」『社会科学研究年報』Vol.43, pp.1-19, 龍谷大学． 
[141] 田中辰雄（2009）「カスタムソフト偏重は日本の問題点か?」『Economic review』Vol.13, 
No.1, pp.4-7, 富士通総研経済研究所． 
[142] 田中辰雄（2010）「日本企業のソフトウエア選択と生産性 －カスタムソフトウエア
対パッケージソフトウエア－」『RIETI Discussion Paper Series』10-J-027, 独立行政法人
経済産業研究所． 
[143] 田中美生（1988a）「情報サービス産業研究（I）－ソフトウェアの産業組織分析（上）
－」『神戸学院経済学論集』Vol.19, No.4, pp.317-335, 神戸学院大学経済学会． 
[144] 田中美生（1988b）「情報サービス産業研究（I）－ソフトウェアの産業組織分析（下）
－」『神戸学院経済学論集』Vol.20, No.1, pp.75-92, 神戸学院大学経済学会． 
[145] 谷花佳介・野田哲夫（2012）「オープンソース・ソフトウェアの市場価値と情報サー
ビス産業の生産性に関する実証分析とその考察」『社会情報学会(SSI)学会大会研究発





『組織科学』Vol.23, No.4, pp.2-6, 組織学会． 
[148] 東京大学社会科学研究所（1989）『調査報告 第 22 集 情報サービス産業の経営と労
働』． 
[149] 床井直人・妹尾大（2010）「システム開発プロジェクトにおけるコンフリクトの早期





システム,大衆消費社会─」『札幌大学総合論叢』Vol.34, pp.73-85, 札幌大学． 
[152] 中尾政之（2005）「創造設計と知識の活用（＜特集＞知識マネジメントの工学的アプ























[161] 野田哲夫・丹生晃隆・コークラン, シェーン（2013）「日本の IT 企業におけるオー
プンソース・ソフトウェアの活用・開発貢献に関する研究」『経済科学論集：島根大学
法文学部紀要』Vol.39, pp.59-72, 島根大学法文学部． 
[162] 野田哲夫・丹生晃隆（2014）「オープンソース・ソフトウェアの活用と開発貢献にお
ける地域性の考察」『山陰研究』No.7, pp.35-51, 島根大学法文学部山陰研究センター． 
[163] 延岡健太郎・藤本隆宏（2004）「製品開発の組織能力：日本自動車企業の国際競争力」
『RIETI Discussion Paper Series』04-J-039, 独立行政法人経済産業研究所． 
[164] 延岡健太郎（2006）「意味的価値の創造：コモディティ化を回避するものづくり」『国
















営会計研究』No.16, pp.41-54, 日本経営会計学会． 
[170] 平鍋健児・野中郁次郎（2013）『アジャイル開発とスクラム』翔泳社． 
[171] 福島利彦・山田茂（2006）「プロジェクトリスクを軽減するリスク・マネジメントと
定量化分析」『プロジェクトマネジメント学会誌』Vol.8, No.4, pp.31-36, プロジェクト
マネジメント学会． 
[172] 藤田哲雄（2013）「わが国の電機産業の再生に向けて」『Japan Research Institute review』
Vol.6, No.7, pp.57-81, 日本総合研究所． 
[173] 藤本隆宏（2001a）『生産マネジメント入門 I 生産システム編』日本経済新聞社． 





Discussion Paper Series』02-J-008, 独立行政法人経済産業研究所． 
[177] 藤本隆宏（2003）『能力構築競争-日本の自動車産業はなぜ強いのか』中公新書． 
[178] 藤本隆宏・延岡健太郎（2004）「日本の得意産業とは何か：アーキテクチャと組織能
力の相性」『RIETI Discussion Paper Series』04-J-040, 独立行政法人経済産業研究所． 
[179] 藤本隆宏（2004）『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社． 







Vol.2009, No.31(2009-SE-163), pp.241-248, 一般社団法人情報処理学会． 
[184] 古田克利・藤本哲史・田中秀樹（2013）「ソフトウェア技術者の能力限界感の実態と





No.2, pp.21-26, プロジェクトマネジメント学会． 
[186] 松田武彦（1990）「情報技術同化のための組織知能パラダイム（情報技術と組織<特










[190] 真鍋誠司（2002）「企業間信頼の構築：トヨタのケース」『Discussion Paper Series』J42, 
神戸大学経済経営研究所． 
[191] 真鍋誠司（2004）「企業間信頼の構築とサプライヤー・システム : 日本自動車産業
の分析」『横浜経営研究』Vol.25, No.2/3, pp.93-107, 横浜国立大学． 
[192] 丸尾拓養（2008）「IT 産業の展開と従業者の法的地位～請負・派遣の区分をめぐっ
て」『法とコンピュータ』No.26, pp.13-18, 法とコンピュータ学会． 
[193] 水野幸男（1975）「情報処理産業におけるソフトウェアの重要性とその実際」『情報
処理』Vol.16, No.1, p.1, 一般社団法人情報処理学会． 
[194] 水野幸男（1982）「新しい工業技術製品一ソフトウェア製品の生産革新」『オペレー
ションズ・リサーチ : 経営の科学』Vol.27, No.1, pp.2-3, 公益社団法人日本オペレーシ
ョンズ・リサーチ学会． 
[195] 港徹雄（2011）『日本のものづくり 競争力基盤の変遷』日本経済新聞出版社． 
[196] 峰滝和典（2004）「情報技術革新と情報サービス産業」『Economic review』Vol.8, No.2, 
pp.24-55, 富士通総研経済研究所． 
[197] 峰滝和典（2005）「日本の情報サービス産業の生産性分析：アウトソーシング・開発













検討から－」『京都マネジメント・レビュー』Vol.20, pp.73-91, 京都産業大学． 
[202] 三輪卓己（2014）「IT 技術者の人的資源管理の事例分析 : 成果主義・市場志向の人
的資源管理は一般的なのか」『京都産業大学論集. 社会科学系列』Vol.31, pp.29-56, 京
都産業大学． 
[203] 村田和博（2012）「古典派経済学における経営組織論の特質－分業と協働の観点から
－」『経済学史学会第 76 回大会』経済学史学会． 
[204] 目代武史（2012）「モジュール生産の工程アーキテクチャ分析」『赤門マネジメント・
レビュー』Vol.11, No.10, 特定非営利活動法人グローバルビジネスリサーチセンター． 
[205] 元橋一之（2005）『IT イノベーションの実証分析』東洋経済新報社． 
[206] 守島基博（2001a）「総括：知的競争力としての人材」『一橋ビジネスレビュー』Vol.49, 
No.1, pp.98-103, 東洋経済新聞社． 
[207] 守島基博（2001b）「内部労働市場に基づく 21 世紀型人材マネジメントモデルの概要」
『組織科学』Vol.34, No.4, pp.39-52, 組織学会． 
[208] 守島基博（2002）「知的創造と人材マネジメント」『組織科学』Vol.36, No.1, pp.41-50, 
組織学会． 
[209] 守島基博（2011）「知識創造を支える人材マネジメント」『一橋ビジネスレビュー』
Vol.59, No.1, pp.24-38, 東洋経済新報社． 
[210] 守島基博（2016）「求められる現場の組織開発 : 自律・分散・協働型組織を目指し
て」『ガバナンス』2016 年 6 月号, pp.23-25, ぎょうせい． 
[211] 森田雅也（2010）「ソシオ・テクニカル・デザインの原則の展開と今日的意義」『関
西大学社会学部紀要』Vol.38, No.2, pp.81-94, 関西大学． 
[212] 八尋俊英・片山弘士（2008）「IT 産業界における労働問題と IT 人材育成施策」『法
とコンピュータ』No.26, pp.19-24, 法とコンピュータ学会． 
[213] 山沖義和（2011）「地域銀行によるシステム共同化の現状とその効果」『信州大学経
済学論集』No.62, pp21-36, 信州大学経済学部． 
[214] 山沖義和（2012）「地域銀行による共同システムの導入効果」『Staff Paper Series』11-02, 
信州大学経済学部． 
[215] 山沖義和（2014）「地域銀行によるシステム共同化のタイプ別経費削減効果等」『金




ネジメント・レビュー』Vol.13, No.102, pp.499-506, 特定非営利活動法人グローバルビ
ジネスリサーチセンター． 
[217] 湯野川恵美（2010）「IT 企業の持続的成長を支える企業戦略の P2M 的アプローチ」
『国際プロジェクト・プログラムマネジメント学会誌』Vol.4, No.2, pp.17-27, 国際プロ
ジェクト・プログラムマネジメント学会． 
[218] 若田部昌澄（1991）「アダム・スミスの分業論－技術と内部組織－」『早稲田経済学
研究』No.33, pp.97-109, 早稲田大学大学院経済学研究科経済学研究会． 
[219] 若林直樹（2008）「専門能力を持つ人的資源の開発における企業間協力の考察－欧州




[1] 中小企業庁（2011）『中小企業白書 2011 年版』． 
[2] 中小企業庁（2018）『2017 年版 中小企業白書』． 
[3] 独立行政法人情報処理推進機構（2011）「グローバル化を支える IT 人材確保・育成施
策に関する調査 調査報告書」平成 23 年 3 月． 
[4] 独立行政法人情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリング・センター（2011）
「非ウォーターフォール型開発 WG 活動報告書」平成 23 年 3 月 31 日． 
[5] 独立行政法人情報処理推進機構 技術本部 ソフトウェア・エンジニアリング・センタ
ー（2012）「非ウォーターフォール型開発の普及要因と適用領域の拡大に関する調査 
～非ウォーターフォール型開発の普及要因の調査～ 調査報告書」平成 24 年 6 月 11
日． 
[6] 独立行政法人情報処理推進機構 技術本部 ソフトウェア・エンジニアリング・センタ
ー（2013）「2012 年度「ソフトウェア産業の実態把握に関する調査」 調査報告書」2013 
年 4 月 26 日． 
[7] 独立行政法人情報処理推進機構編（2012）『ソフトウェア開発データ白書 2012-2013』． 
[8] 独立行政法人情報処理推進機構編（2014）『ソフトウェア開発データ白書 2014-2015』． 
[9] 独立行政法人情報処理推進機構（2015）「IT 技術者の動向～ＩＴ人材白書から～」2015
年 3 月 25 日． 
[10] 一般社団法人情報サービス産業協会（2008）『2008 年版基本統計調査報告書』． 
[11] 一般社団法人情報サービス産業協会（2009）『2009 年版基本統計調査報告書』． 
[12] 一般社団法人情報サービス産業協会（2010）『2010 年版基本統計調査報告書』． 
[13] 一般社団法人情報サービス産業協会（2011）『2011 年版基本統計調査報告書』． 
[14] 一般社団法人情報サービス産業協会（2012）『2012 年版基本統計調査報告書』． 
[15] 一般社団法人情報サービス産業協会（2014）『2013 年版基本統計調査報告書』． 
183 
  
[16] 一般社団法人情報サービス産業協会（2015）『2014 年版基本統計調査報告書』． 
[17] 一般社団法人情報サービス産業協会（2016）『2015 年版基本統計調査報告書』． 
[18] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2008）『情報サービス産業白書 2008』日経 BP
社． 
[19] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2010）『情報サービス産業白書 2010』日経 BP
社． 
[20] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2011）『情報サービス産業白書 2011-2012』日
経 BP 社． 
[21] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2013）『我が国の情報サービス産業 2013』日
経 BP 社． 
[22] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2014）『情報サービス産業白書 2014』日経 BP
社． 
[23] 一般社団法人情報サービス産業協会編（2015）『情報サービス産業白書 2015』日経 BP
社． 
[24] 一般社団法人 PMI 日本支部 アジャイルプロジェクトマネジメント研究会（2015）「ア
ジャイル プロジェクト マネジメント 意識調査報告 2015」． 
[25] 一般社団法人 PMI 日本支部 アジャイルプロジェクトマネジメント研究会（2016）「ア
ジャイル プロジェクト マネジメント 意識調査報告 2016」． 
[26] JISC 日本工業標準調査会「JISZ8301 規格票の様式及び作成方法」1951 年 10 月 31 日











[33] 経済産業省（2017）「IT 関連産業の給与等に関する実態調査結果」． 
[34] 日経パソコン編（2012）『日経パソコン デジタル・IT 用語事典』日経 BP 社． 
[35] 日本経済団体連合会（2008）「サービス産業における中小企業の生産性向上の方向性」． 
[36] 日本公認会計士協会（2011）「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指
針」1999 年 3 月 31 日公表, 2011 年 3 月 29 日改定． 
184 
  
[37] 日本生産性本部（2010）「労働生産性の国際比較 2010 年版」． 
[38] 日本生産性本部（2012）「労働生産性の国際比較 2011 年版」． 




http://www.kirinbs.co.jp/ （2016 年 1 月 7 日閲覧）． 
[2] ジェイアール東海情報システム, 
http://www.jtis.co.jp/ （2016 年 1 月 7 日閲覧）． 
[3] 鉄道情報システム株式会社「旅客販売総合システム「MARS（マルス）」」, 
http://www.jrs.co.jp/article.php/business_mars （2016 年 1 月 7 日閲覧）． 
[4] 首相官邸（2000）「ＩＴ基本戦略」, ＩＴ戦略会議・ＩＴ戦略本部合同会議（第６回）, 
2000 年 11 月 27 日開催,  
http://www.kantei.go.jp/jp/it/goudoukaigi/dai6/6siryou2.html （2016 年 3 月 21 日閲覧）． 
[5] 首相官邸（2001）「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略について」, 高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部, ＩＴ戦略本部（第１回）, 2001 年 1 月 22 日開催, 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dai1/1siryou05_2.html （2016 年 3 月 21 日閲覧）． 
[6] 総務省,  
http://www.soumu.go.jp/ （2015 年 12 月 7 日閲覧）． 
[7] 総務省統計局（2013）「統計局ホームページ-日本標準産業分類」,  
http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/index.htm （2015 年 12 月 21 日閲覧）． 
[8] 総務省 情報通信統計データベース「ICT の経済分析に関する調査」 
（2016 年 8 月 21 日閲覧）． 
[9] 日本経済新聞電子版「みずほ銀、システム統合再延期 動作テスト延長 運用 18 年以
降」2016/11/12 2:00  
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO09463300R11C16A1EE8000/ （2017 年 2 月 11 日
閲覧）． 
[10] IBM「IBM Watson（ワトソン）」,  
http://www.ibm.com/smarterplanet/jp/ja/ibmwatson/ （2016 年 3 月 13 日閲覧）． 
[11] ITpro（2001）「「東京都庁商談の 750 円落札」にインテグレータ大手首脳が相次ぎ苦言」
日経 BP 社,  
http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/NC/NEWS/20011007/3/ （2014 年 7 月 20 日閲覧）． 
[12] 日経コンピュータ（2003）「プロジェクト成功率は26.7％ 2003年情報化実態調査」, 2003
年 11 月 17 日号（2003/11/13）, 日経 BP 社,  
http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/NC/TOKU1/20031111/1/ （2014 年 7 月 20 日閲覧）． 
185 
  
[13] 日経コンピュータ（2008）「成功率は 31.1％ 第 2 回 プロジェクト実態調査（対象 800
社）」2008 年 12 月 1 日号（2008/11/28）, 日経 BP 社,  
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NC/20081126/319990/ （2014 年 7 月 20 日閲覧）． 
[14] IT 用語辞典 e-Words, 
http://e-words.jp/ （2016 年 8 月 21 日, 2017 年 10 月 16 日閲覧）． 
[15] ITpro Active（2016）「IT インフラ Summit 2016 レビュー プライベートクラウドのメリ
ット最大化を目指す プライベートクラウド基盤編」日経 BP 社,  
http://itpro.nikkeibp.co.jp/atclact/active/16/022300002/022300001/ （2016 年 3 月 20 日閲覧）． 
[16] ITpro（2016）「みずほ銀行のシステム統合、いつの間にか消えた“本当の”期限」
2016/11/22, 日経 BP 社,  
http://itpro.nikkeibp.co.jp/atcl/watcher/14/334361/111900724/ （2017 年 2 月 11 日閲覧）． 
[17] James, Michael., （2010）, “Scrum‎Reference‎Card”,  
http://scrumreferencecard.com/scrum-reference-card/ （2014 年 11 月 7 日閲覧）． 
[18] Joel, Spolsky., （2001）, “In Defense of Not-Invented-Here Syndrome” 
http://www.joelonsoftware.com/articles/fog0000000007.html （2016 年 3 月 20 日閲覧）． 
[19] SD Times Software Development News, （2009）, “Standish‎Group‎Report:‎There’s‎Less‎
Development‎Chaos‎Today”,‎March‎25,‎2009,‎  
http://www.sdtimes.com/link/30247 （2012 年 12 月 15 日閲覧）． 
